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報告事項

２．会計監査人および監査委員会の

第195期連結計算書類

監査結果報告の件

１．第195期（2020年1月1日から2020年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類

および計算書類の内容報告の件
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報告事項

1. 2020年度連結業績

2. 2021年度連結業績予想

3. アジア合弁事業100％化および
インドネシア事業の買収

4. 新中期経営計画
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2020年度連結業績

�売上収益・営業利益ともに過去最高を記録

売上収益

7,811億円

2018 2019 2020

6,276 6,920
7,811

（億円）

2018 2019 2020

営業利益

869億円
780

865 869
（億円）
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2020年度地域別セグメント実績
売上収益 1,596 12.6%減

営業利益 ＊ 332 10.1%減

売上収益 3,566 0.7%減

営業利益 549 8.2%増

売上収益 1,482 211.7%増

営業利益 161 175.0%増

売上収益 700 6.1%減

営業利益 45 10.0%減

日本

アジア

オセアニア

米州

（億円） 2019年度比

＊日本の連結営業利益には海外グループ会社からの受取配当金260億円が含まれております。
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2021年度連結業績予想

�売上収益・営業利益ともに過去最高を更新する見込み

売上収益（予想）

8,900億円

2019 2020

6,920 7,811 8,900
（億円）

2019 2020 2021（予想）

営業利益（予想）

870億円

869

780

870
（億円）

2021（予想）
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株式分割の実施、2021年度年間配当予想

普通株式 普通株式

普通株式

普通株式

普通株式

普通株式

1:5の割合で株式分割

�本年4月1日を効力発生日として株式分割を実施

※分割考慮前は配当50円（普通配当45円、記念配当5円）
となり、過去最高の配当に相当

�年間配当金（分割後）は10円（記念配当1円含む）を予想
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報告事項

1. 2020年度連結業績

2. 2021年度連結業績予想

3. アジア合弁事業100％化および
インドネシア事業の買収

4. 新中期経営計画



３．アジア合弁会社の３．アジア合弁会社の３．アジア合弁会社の３．アジア合弁会社の

追加持分取得と追加持分取得と追加持分取得と追加持分取得と

インドネシア事業買収インドネシア事業買収インドネシア事業買収インドネシア事業買収
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戦略的意義（１）

①アジア合弁事業の①アジア合弁事業の①アジア合弁事業の①アジア合弁事業の100%100%100%100%化化化化

②インドネシア事業②インドネシア事業②インドネシア事業②インドネシア事業買収買収買収買収

�当社営業利益の6割超を占める事業の少数株主
持分利益の取り込み
�外部視点での分かりやすいガバナンス構造

�高成長のインドネシア市場におけるシェア№1・
高収益事業の買収
�NIPSEAスタイルの経営・優秀な経営陣を擁し、
極めて低いPMIリスク



本件実施により資本関係が一本化し、大株主と少数株主の利害が
「株主価値の最大化」という観点で一致

39.6%

少数株主ウットラム

60.4%

51.0%49.0%100% 100%100%

本件実施後本件実施前
1.269億株 1.939億株 2.756億株 1.939億株保有株数：

11

58.7% 41.3%

(1)持株比率の計算の分母には、2020年6月末の発行済株式数（自己株式除く）を使用

持株比率(1):

資本関係の一本化

インドネシア事業 アジア合弁事業

ウットラム 少数株主

インドネシア事業 アジア合弁事業
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戦略的意義（２）

③③③③シナジーのシナジーのシナジーのシナジーの発現発現発現発現

④少数株主もプラスとなる④少数株主もプラスとなる④少数株主もプラスとなる④少数株主もプラスとなるEPSEPSEPSEPS増加および基盤増加および基盤増加および基盤増加および基盤構築構築構築構築

�「蜘蛛の巣型経営」により、グループ企業間の製品
相互販売の拡大
�工業用事業におけるグローバル一体運営の基盤構
築の足掛かり

�当期利益は6割、1株当たり当期利益（EPS）は10％
以上増加し、株主価値の最大化（MSV）に寄与
�今後のM&Aを睨んだ財務基盤の強化
�アジアで圧倒的No.1の事業基盤を固め、「攻めの
経営」を加速
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報告事項

1. 2020年度連結業績

2. 2021年度連結業績予想

3. アジア合弁事業100％化および
インドネシア事業の買収

4. 新中期経営計画



４．新中期経営計画４．新中期経営計画４．新中期経営計画４．新中期経営計画

（地域・事業戦略）（地域・事業戦略）（地域・事業戦略）（地域・事業戦略）
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新中期経営計画の考え方(地域戦略)

①高成長市場のアジア・トルコ等（中国含む）
� マージンを確保しつつ売上収益拡大により利益を拡大

②安定成長市場のオセアニア
� 市場成長率を上回る売上・利益成長を確保

③日本
� 中長期的な観点から設備更新や合理化投資を実施
� 競争優位性と生産性向上を実現すると共に新需要創出を図る
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新中期経営計画の考え方(事業戦略)

④自動車用塗料事業
� 生産台数の回復を想定し、顧客ニーズをグローバルベースで

捉え、技術力の向上・品質保証体制の強化によるシェア拡大・
新規取引獲得を目指す

⑤塗料周辺事業
� DuluxGroupやBetekが有するシーリング材・接着剤・フィラー材

や建設化学品、断熱材などの経験を活用し、中国・アジア地域
で展開



４．新中期経営計画４．新中期経営計画４．新中期経営計画４．新中期経営計画

（（（（SDGsSDGsSDGsSDGs・・・・ESGESGESGESGの取組み、の取組み、の取組み、の取組み、

MMMM＆＆＆＆AAAA戦略等）戦略等）戦略等）戦略等）
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①日本ペイントグループの“Purpose”策定
各パートナー会社の自律性・歴史・価値を尊重しつつ、グループ共通の
「存在意義」をグローバルで議論し策定

“Purpose”に盛り込まれた
当社を特徴づける要素

MSVの意識

共存共栄の精神

科学と想像の力

グループ会社の絆

サステナビリティ
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②SDGs・ESGの取り組み

気候変動

ダイバーシティ&インク
ルージョン

資源と汚染

労働安全衛生

コミュニティとともに成長

社会課題を解決するイノベー

ション創出

イノベーション創出による
収益の拡大
(例)
・次世代型船底防汚塗料

「FASTAR」
・洋上風力発電設備用塗料

マテリアリティ
(関連するSDGs)

CO2削減(Scope1,2) 

Scope3のグローバルでの算定開始

TCFDシナリオ分析(リスクと機会の特
定等)開始

取締役会と管理職のダイバーシティの
推進

＜女性比率＞

取締役会 0%(16年)→11%(21年)

管理職2.5%(16年)→5.3%(21年)

抗ウイルス商品や海洋環境配慮製品
の開発、社会課題解決型商品のライ
ンアップ拡充

NPHD Global Outreach Program

立上げ

ESGESGESGESGアクション事例アクション事例アクション事例アクション事例 事業機会事業機会事業機会事業機会ESGESGESGESGアジェンダアジェンダアジェンダアジェンダ

温室効果ガス排出量の削減
リスクと機会の特定

女性管理職比率向上
従業員エンゲージメントの向上

廃棄物・エネルギー使用(効率的使
用)・水資源使用量・環境汚染物質
管理、プロダクトスチュワードシップ

保安防災(火災事故撲滅)
死亡事故・労働災害防止

社会貢献方針策定

異業種コラボの促進
社会課題解決型商品の開発

低CO2排出製品による
ビジネスチャンス拡大

生産再編・自動化を通じた
高齢化対策、収益性向上

顧客ニーズ把握と
ブランディング強化
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その他ポイント

③Digitalization活用による業務変革
� 業務効率化・リスク耐性の強化、顧客信頼度及び従業員信頼
度の向上

④サプライチェーン改革
� パートナー会社の知見を十分に活用し、日本市場での持続的

成長・競争優位・生産性向上を実現

⑤積極的なM&Aの推進
� 蜘蛛の巣型経営の成功(DuluxGroup、Betek)、

1株当たり当期利益（EPS）への貢献を前提



2023年

目標※3

21-23年
CAGR目標※3

2024年-

CAGR目標

11,000 10%+ 1桁台後半桁台後半桁台後半桁台後半

1,400 25%

c.
※4 13% c.+2.7pt

1,050 25%

225 25%

2020年

実績

2021年

予想

売上収益 7,811 8,900

営業利益
(アジアJV費用考慮前)

869 920※1

営業利益率 11.1% 10.3%

当期利益※2 446 670

EPS(分割前)(円) 139 143※5

新中期経営計画（財務目標）
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※1 一過性費用除く ※2  親会社に帰属する当期利益の目標値は、営業利益に想定実効税率を乗じて算出
※3 為替レート前提 円/米ドル：106.0 円/人民元：15.7 円/豪ドル：75.0 ナフサ価格：40,000円
※4 circa：約 ※5 2021年1月25日付増資による増加後の株式数をベースに算出（期間按分除く）

(億円)

短信ベース短信ベース短信ベース短信ベース

売上成長

を上回る

利益成長

中長期的には市場成長を上回る売上成長・規模拡大による効率化がもたら
す1株当たり当期利益（EPS）の持続的成長を目指す
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持続的成長を確固たるものへ持続的成長を確固たるものへ
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決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役９名選任の件
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第１号議案 剰余金処分の件

◆期末配当 １株23円(総額73.8億円)

2013

年度

2014

年度

2015

年度

2016

年度

2017

年度

2018

年度

2019

年度

2020

年度

20円 22円

35円
40円 42円

45円 45円 45円
年間配当金の推移

中間
22円

期末
23円
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第２号議案 取締役９名選任の件


